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1　一般会計等
(1)　一般会計等貸借対照表

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,093,871 ※ 固定負債 42,500

有形固定資産 1,044,826 ※ 地方債 42,500
事業用資産 1,043,359 ※ 長期未払金 -

土地 282,310 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 4,332,554 その他 -
建物減価償却累計額 △ 3,632,321 流動負債 6,192 ※

工作物 135,822 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 △ 75,005 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 5,368
航空機 - 預り金 823
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 48,692
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,051,371

インフラ資産 - 余剰分（不足分） 7,617
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 42,872
物品減価償却累計額 △ 41,405

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 49,045
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -

減債基金 -
その他 -

その他 49,045
徴収不能引当金 -

流動資産 13,809
現金預金 13,809
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,058,988

1,107,680 1,107,680

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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(2)　一般会計等行政コスト計算書

（単位：千円）

経常費用 460,350 ※

業務費用 453,222
人件費 44,537

職員給与費 38,206
賞与等引当金繰入額 5,368
退職手当引当金繰入額 -
その他 963

物件費等 408,685
物件費 297,241
維持補修費 55,058
減価償却費 56,386
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 7,128 ※

補助金等 6,882
社会保障給付 240
他会計への繰出金 -
その他 7

経常収益 39,619
使用料及び手数料 39,605
その他 14

純経常行政コスト 420,731
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 420,731

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

自　平成２９年４月１日　
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(3)　一般会計等純資産変動計算書

（単位：千円）

前年度末純資産残高 1,145,690 ※ 1,123,961 21,728

純行政コスト（△） △ 420,731 △ 420,731

財源 334,030 334,030

税収等 334,030 334,030

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 86,701 △ 86,701

固定資産等の変動（内部変動） △ 72,590 72,590

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 72,590 72,590

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 86,701 △ 72,590 △ 14,111

本年度末純資産残高 1,058,988 1,051,371 7,617

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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(4)　一般会計等資金収支計算書

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 427,630 ※

業務費用支出 420,502
人件費支出 68,203
物件費等支出 352,299
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 7,128 ※

補助金等支出 6,882
社会保障給付支出 240
他会計への繰出支出 -
その他の支出 7

業務収入 373,649
税収等収入 334,030
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 39,605
その他の収入 14

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 53,981
【投資活動収支】

投資活動支出 2,052
公共施設等整備費支出 2,052
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,052
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 42,500
地方債発行収入 42,500
その他の収入 -

財務活動収支 42,500
△ 13,533

26,518
12,985

前年度末歳計外現金残高 629
本年度歳計外現金増減額 194
本年度末歳計外現金残高 823
本年度末現金預金残高 13,809 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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  (5)　附属明細書
　 ①　貸借対照表の内容に関する明細

　　ア   資産項目の明細 （単位：千円）

　(ア)　有形固定資産の明細

56,386 1,044,826合計 4,791,506 2,052 0 4,793,558 3,748,732

- -

 物品 42,872 0 0 42,872 41,405 646 1,467

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

52,773 700,232

　　工作物 135,822 0 0 135,822 75,005 2,967 60,817

　　建物 4,330,502 2,052 0 4,332,554 3,632,321

0 282,310

　　立木竹 - - - - - - -

　  土地 282,310 0 0 282,310 0

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 4,748,634 2,052 0 4,750,686 3,707,327 55,740 1,043,359

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
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　　　(イ)　有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

-

 物品 - - - 1,467 -
- - - 1,044,826
- - - 1,467

合計 - - - 1,044,826 -

　　建設仮勘定 - - - - - - - -

-

　　その他 - - - - - - - - -

　　工作物 - - - - - - - -

-

　　建物 - - - - - - - - -

　　土地 - - - - - - - -

-

 インフラ資産 - - - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - - -

-

　　その他 - - - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - - -

-

　　浮標等 - - - - - - - - -

　　船舶 - - - - - - - -

700,232

　　工作物 - - - 60,817 - - - - 60,817

　　建物 - - - 700,232 - - - -

282,310

　　立木竹 - - - - - - - - -

　　土地 - - - 282,310 - - - -

消防 総務 未設定 合計

 事業用資産 - - - 1,043,359 -

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

- - - 1,043,359
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  　イ　負債項目の明細

　　  (ア)　地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設 18,000 18,000

　　一般単独事業 24,500 24,500

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 42,500 0 0 24,500 18,000 0 0 0 0 0

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】
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 （イ）地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

42,500 42,500 0 0 0 0 0 0 0.12%

　(ウ)　地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

42,500 0 4,699 4,705 4,710 4,716 23,670 0 0 0

20年超
４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下
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  (エ)　引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 0

徴収不能引当金 0

退職手当引当金 0

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 4,790 5,368 4,790 5,368

合計 4,790 5,368 4,790 0 5,368

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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  ②　行政コスト計算書の内容に関する明細

　  ア　補助金等の明細

名称

計

退職手当負担金

財務会計機器使用
負担金

その他

計

その他の補助金等

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金
等

(所有外資産分） 0

（単位：千円）

合計 6,881

岩手県市町村総合
事務組合

6,272
職員の退職手当に
係る負担金

6,881

北上市 500
財務会計システムに
係る使用負担金

109
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　　  ア　財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
334,030

334,030

計 0

計 0
0

334,030

  ③　純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

構成市町分賦金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計
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国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 420,731 0 0 388,011 32,720

有形固定資産等の増加 0 0 0 0 0

貸付金・基金等の増加 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

合計 420,731 0 0 388,011 32,720

  イ　財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳
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  ④　資金収支計算書の内容に関する明細

　  ア　資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 0

要求払預金 12,985

短期投資 0

合計 12,985
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  (6) 注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円として

います。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 (2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  10年～50年 

    工作物 10年～50年 

    物品  ４年～15年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  （ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（５年）に基づく

定額法によっています。） 
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(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額に、退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の 

負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除 

した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加 

算した額を控除した額を加算して計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

 (6) 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 (7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計

上しています。 

 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

２ 追加情報 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

  ① 一般会計等財務書類の対象範囲は以下のとおりです。 

   ア 一般会計 

  ② 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。 

  ③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 (2) 純資産変動計算書に係る事項 

  ① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容  

    ア 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における短期貸付金を加えた額を計上しています。 

   イ 余剰分（不足分） 

     純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上していま

す。 

 (3) 資金収支計算書に係る事項 
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  ① 基礎的財政収支 △13,533 千円 

  ② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書   442,667千円 429,682千円 

財務書類の対象となる会計の範
囲の相違に伴う差額 

0千円 0千円 

繰越金に伴う差額 △26,518円 0千円 

資金収支計算書 416,149千円 429,682千円 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の

内訳 

    資金収支計算書 

     業務活動収支               △13,533千円 

     投資活動収入の国県等補助金収入         0千円 

     未収債権、未払債務等の増加（減少）   △ 11,404千円 

     減価償却費                △ 56,386千円 

     賞与等引当金繰入額            △ 5,368千円 

     退職手当引当金繰入額              0千円 

     徴収不能引当金繰入額               0千円 

     資産除売却益（損）               0千円 

    純資産変動計算書の本年度差額       △ 86,701千円 

 



２　　連結会計
　（1）　連結貸借対照表

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,093,871 ※ 固定負債 42,500

有形固定資産 1,044,826 ※ 地方債等 42,500
事業用資産 1,043,359 ※ 長期未払金 -

土地 282,310 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 4,332,554 その他 -
建物減価償却累計額 △ 3,632,321 流動負債 6,192 ※

工作物 135,822 1年内償還予定地方債等 -
工作物減価償却累計額 △ 75,005 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 5,368
航空機 - 預り金 823
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 48,692
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,051,371

インフラ資産 - 余剰分（不足分） 7,617
土地 - 他団体出資等分 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 42,872
物品減価償却累計額 △ 41,405

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 49,045
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -

減債基金 -
その他 -

その他 49,045
徴収不能引当金 -

流動資産 13,809
現金預金 13,809
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 1,058,988
1,107,680 1,107,680

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

18



（2）　連結行政コスト計算書

（単位：千円）

経常費用 460,350 ※

業務費用 453,222
人件費 44,537

職員給与費 38,206
賞与等引当金繰入額 5,368
退職手当引当金繰入額 -
その他 963

物件費等 408,685
物件費 297,241
維持補修費 55,058
減価償却費 56,386
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 7,128 ※

補助金等 6,882
社会保障給付 240
その他 7

経常収益 39,619
使用料及び手数料 39,605
その他 14

純経常行政コスト 420,731
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 420,731

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額
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  （3）　連結純資産変動計算書

（単位：千円）

前年度末純資産残高 1,145,690 ※ 1,123,961 21,728 -

純行政コスト（△） △ 420,731 △ 420,731 -

財源 334,030 334,030 -

税収等 334,030 334,030 -

国県等補助金 - - -

本年度差額 △ 86,701 △ 86,701 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 72,590 72,590

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 72,590 72,590

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 86,701 △ 72,590 △ 14,111 -

本年度末純資産残高 1,058,988 1,051,371 7,617 -

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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  （4）　連結資金収支計算書

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 427,630 ※

業務費用支出 420,502
人件費支出 68,203
物件費等支出 352,299
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 7,128 ※

補助金等支出 6,882
社会保障給付支出 240
その他の支出 7

業務収入 373,649
税収等収入 334,030
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 39,605
その他の収入 14

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 53,981
【投資活動収支】

投資活動支出 2,052
公共施設等整備費支出 2,052
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,052
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債等償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 42,500
地方債等発行収入 42,500
その他の収入 -

財務活動収支 42,500
△ 13,533

26,518
12,985

前年度末歳計外現金残高 629
本年度歳計外現金増減額 194
本年度末歳計外現金残高 823
本年度末現金預金残高 13,809 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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（5）注記（連結会計） 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円として

います。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 (2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  10年～50年 

    工作物 10年～50年 

    物品  ４年～15年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  （ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（５年）に基づく

定額法によっています。） 
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 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 退職手当引当金 

 期末自己都合要支給額に、退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の

負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除

した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加

算した額を控除した額を加算して計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

 (5) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

２ 追加情報 

 (1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 
連結の 
方法 

比例連結 
割合 

岩手県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※ 

  連結の方法は次のとおりです。 

  ① 岩手県市町村総合事務組合から提示された一般負担金額による按分（一部の

費目については、一般負担金額による按分ではなく、実態に即した合理的な方

法により按分）後の金額により計上しています。 

 (2) 表示単位未満の取扱い 

   千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があり

ます。 

 


